
輸出企業 
（７０社） 

輸入企業 
（９２社） 

コンテナを港に返却することなく 
継続して利用 

内陸コンテナ置場 
（タイミング調整） ８か所 

陸運事業者（３２社） 

船会社（１５社） 
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社会実験報告件数 と 参加企業数 

報告件数 3,196 件 

１ラウンド：１件 

報告者（１8社） 

（内貨転用 21件含む） 

【社会実験】 

埼玉県コンテナラウンドユース社会実験の結果について 

CRUに取り組む企業数 

合計 217 社 

資料１ 



ｺﾝﾃﾅﾗｳﾝﾄﾞﾕｰｽ実施前 40,114時間   →    実施後24,450時間 

■コンテナ輸送距離    32.3％減  
   平均71.6km減／ﾗｳﾝﾄﾞﾕｰｽ１回 

  

■ＣＯ２      240.1 トン削減（総計）      

 スギ 17,148本／年 CO2吸収相当 ｺﾝﾃﾅﾗｳﾝﾄﾞﾕｰｽ実施前 703,882km→ 実施後 476,454km 

■輸送時間   39.0％減 

  平均4.9時間減／ﾗｳﾝﾄﾞﾕｰｽ１回       

■輸送コスト 21.0％減       

埼玉県都市計画課 試算 
※内貨転用は除いて計算 
 

※算定資料 経済産業省及び林野庁 
                   輸送距離の削減に加え、港の待ち時間でのアイドリング 
         削減も燃料消費量1.25L/hで試算し加えている  

※算定条件 Ｓ58タリフ 

 
 

※算定条件  
   走行距離及び所要時間は国土交通省NITAS 

（全国総合交通分析システム）により計測 
      港の待ち時間は、東京港60分、横浜港50分、川崎港10分 

として試算 
    (*東京港と横浜港は、各県トラック協会による「コンテナター

ミナルにおける海上コンテナ車両待機時間調査結果」に
基づき概ねの平均値として設定.。川崎港は川崎市ヒアリ
ング結果に基づく) 

効 果 
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【社会実験】 

埼玉県コンテナラウンドユース社会実験の結果について 



 
 コンテナラウンドユース構成員の取組紹介 
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コンテナラウンドユース構成員の取組紹介について 

表紙 1ページ目 



■荷主  

（株）ニトリ 

本田技研工業（株） 

（株）タニタ 

東方物産（株） 

（株）コメリ 

クラリオン（株） 

藤倉ゴム工業（株） 

 
 取組掲載構成員 
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コンテナラウンドユース構成員の取組紹介について 

■陸運事業者  

日本コンテナ輸送（株） 

日本通運（株） 

日本高速輸送（株） 

八潮運輸（株） 

タツミトランスポート（株） 

ケービーエスクボタ（株） 

日本フレートライナー（株） 

■船会社  

オリエントオーバーシーズコンテナライン 

Pan Oceanコンテナ日本（株） 

SITC JAPAN（株） 

南星海運ジャパン（株） 

■その他物流関係  

濃飛倉庫運輸（株） 

トレードシフトジャパン（株） 

（株）カンロジ 

（取組紹介掲載順） 



 
  ＜コンテナラウンドユースの取組・協議会の運営について＞ 
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構成員アンケートについて 

＜コンテナラウンドユースの取組について＞ 
■（Ｑ１－１）今年度の取組状況について 

   

＜協議会の運営について＞ 
■（Ｑ３）協議会構成員の規模 

   

①社会実験

中より増え

た、新たに取

組み始めた 
30% 

②社会実験

中と同じ 
30% 

③社会実験

中より減った 
7% 

④社会実験

の終了と共

になくなった 
0% 

⑤取組実績

はまだない 
23% 

⑥その他 
10% 

①規模の拡大

を図るほうが

よい 
47% 

②現在の規模

でよい 
50% 

③その他 
3% 



 
 ＜協議会の運営について＞ 
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構成員アンケートについて 

■（Ｑ４）協議会の開催頻度 

   

■（Ｑ５－１）協議会の運営のあり方 

   

①半年に１

回（年２回程

度） 
83% 

②年１回 
14% 

③その他 
3% 

①県が事務

局を務める 
87% 

②構成員が

事務局を務

める 
7% 

③その他 
6% 


